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2022 年 3 月 28 日  
   
   

株式会社みずほ銀行が実施する 
沖電気工業株式会社に対する 

ポジティブ・インパクト・ファイナンスに係る第三者意見 
 
    

株式会社日本格付研究所（JCR）は、株式会社みずほ銀行が沖電気工業株式会社に実施するポジティブ・

インパクト・ファイナンスに対し、第三者意見書を提出しました。 

＜要約＞ 

本第三者意見は、株式会社みずほ銀行がみずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社（MHRT）に

よる評価を踏まえて沖電気工業株式会社（OKI）に実施するポジティブ・インパクト・ファイナン

ス（PIF）（本ファイナンス）に対して、国連環境計画金融イニシアティブ（UNEP FI）が策定した

「PIF原則」及び「資金使途を限定しない事業会社向け金融商品のモデル・フレームワーク」（モ

デル・フレームワーク）への適合性、並びに環境省の ESG 金融ハイレベル・パネル設置要綱第 2

項(4)に基づき設置されたポジティブインパクトファイナンスタスクフォースが纏めた「インパク

トファイナンスの基本的考え方」との整合性を確認したものである。株式会社日本格付研究所

（JCR）は、PIF第 4原則で推奨されている評価の透明性及び客観性確保のため、独立した第三者

機関として、(1)OKI に係る PIF 評価の合理性及び本ファイナンスのインパクト、並びに(2)みずほ

銀行及び MHRT（総称して〈みずほ〉）の PIF評価フレームワーク及び本ファイナンスの PIF原則

に対する準拠性等について確認を行った。 

 

(1)OKIに係る PIF評価の合理性及び本ファイナンスのインパクト 

OKIは、ソリューションシステム事業、コンポーネント&プラットフォーム事業を展開する大手

電子通信機器メーカーである。同社は、2031 年の創業 150 周年において目指す姿である「“モノ

づくり・コトづくり”を通して、より安全で便利な社会のインフラを支える企業グループ」を見据

え、2020 年に策定した「中期経営計画 2022」の中で、7 つの社会課題に係る社会価値創出と経営

基盤強化の両面から「マテリアリティ」を特定し、それらを具体化した環境・社会・ガバナンス

（ESG）の取り組みを推進している。環境面では、2019年に制定したグループ環境ビジョン「OKI

環境チャレンジ 2030／2050」の実現に向けて、「中期環境経営計画 2022」を策定のうえ 2022年度

までの行動計画へと詳細化している。また、マテリアリティで掲げる 7 つの社会課題の解決に向

けて、2021 年には「イノベーション戦略」を発表し、その中で同社イノベーション・マネジメン

トシステム「Yume Pro」のプロセスに則ったイノベーション・ロードマップを示している。 

本ファイナンスでは、OKI の事業活動全体に対する包括的分析が行われた。同社のサステナビ

リティ活動も踏まえ、インパクト領域につき特定のうえ 4 項目のインパクトが選定された。そし

て、各インパクトに対して KPIが設定された。これらのインパクトは、いずれも同社のマテリアリ

ティに係るものであり、ポジティブ・インパクトの増大として環境貢献商品の拡大や社会課題解決

に向けた全員参加型イノベーションの推進、ネガティブ・インパクトの抑制として CO2排出量の



 

 

2/2 

Copyright © Japan Credit Rating Agency, Ltd. All Rights Reserved. 
 

削減や労働安全衛生の推進等がある。今後、これら 4 項目のインパクトに係る上記 KPI 等に対し

て、モニタリングが実施される予定である。 

JCRは、本ファイナンスにおけるインパクト特定の内容について、モデル・フレームワークに示

された項目に沿って確認した結果、適切な分析がなされていると評価している。また、本ファイナ

ンスの KPIに基づくインパクトについて、PIF原則に例示された評価基準に沿って確認した結果、

多様性・有効性・効率性・追加性が期待されると評価している。当該 KPIは、上記のインパクト特

定及び OKI のサステナビリティ活動の内容に照らしても適切である。さらに、本ファイナンスに

おけるモニタリング方針について、本ファイナンスのインパクト特定及び KPI の内容に照らして

適切であると評価している。従って JCRは、本ファイナンスにおいて、持続可能な開発目標（SDGs）

に係る三側面（環境・社会・経済）を捉えるモデル・フレームワークの包括的インパクト分析（イ

ンパクトの特定・評価・モニタリング）が、十分に活用されていると評価している。 

 

(2)〈みずほ〉の PIF評価フレームワーク及び本ファイナンスの PIF原則に対する準拠性等 

JCRは、〈みずほ〉の PIF商品組成に係るプロセス、手法及び社内規程・体制の整備状況、並び

に OKI に対する PIF 商品組成について確認した結果、PIF 原則における全ての要件に準拠してい

ると評価している。また、本ファイナンスは「インパクトファイナンスの基本的考え方」と整合的

であると評価している。 

 

以上より、JCRは、本ファイナンスが PIF原則及びモデル・フレームワークに適合しているこ

と、また「インパクトファイナンスの基本的考え方」と整合していることを確認した。 

 

＊詳細な意見書の内容は次ページ以降をご参照ください。 
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評価対象：株式会社みずほ銀行の沖電気工業株式会社に対する 

ポジティブ・インパクト・ファイナンス 
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＜要約＞ 
本第三者意見は、株式会社みずほ銀行がみずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社

（MHRT）による評価を踏まえて沖電気工業株式会社（OKI）に実施するポジティブ・イン

パクト・ファイナンス（PIF）（本ファイナンス）に対して、国連環境計画金融イニシアティ

ブ（UNEP FI）が策定した「PIF 原則」及び「資金使途を限定しない事業会社向け金融商

品のモデル・フレームワーク」（モデル・フレームワーク）への適合性、並びに環境省の ESG
金融ハイレベル・パネル設置要綱第 2 項(4)に基づき設置されたポジティブインパクトファ

イナンスタスクフォース（PIF TF）が纏めた「インパクトファイナンスの基本的考え方」

との整合性を確認したものである。株式会社日本格付研究所（JCR）は、PIF 第 4 原則で推

奨されている評価の透明性及び客観性確保のため、独立した第三者機関として、(1)OKI に

係る PIF 評価の合理性及び本ファイナンスのインパクト、並びに(2)みずほ銀行及び MHRT
（総称して〈みずほ〉）の PIF 評価フレームワーク及び本ファイナンスの PIF 原則に対する

準拠性等について確認を行った。 
 
(1)OKI に係る PIF 評価の合理性及び本ファイナンスのインパクト 

OKI は、ソリューションシステム事業、コンポーネント&プラットフォーム事業を展開す

る大手電子通信機器メーカーである。同社は、2031 年の創業 150 周年において目指す姿で

ある「“モノづくり・コトづくり”を通して、より安全で便利な社会のインフラを支える企

業グループ」を見据え、2020 年に策定した「中期経営計画 2022」の中で、7 つの社会課題

に係る社会価値創出と経営基盤強化の両面から「マテリアリティ」を特定し、それらを具体

化した環境・社会・ガバナンス（ESG）の取り組みを推進している。環境面では、2019 年

に制定したグループ環境ビジョン「OKI 環境チャレンジ 2030／2050」の実現に向けて、「中

期環境経営計画 2022」を策定のうえ 2022 年度までの行動計画へと詳細化している。また、

マテリアリティで掲げる 7 つの社会課題の解決に向けて、2021 年には「イノベーション戦

略」を発表し、その中で同社イノベーション・マネジメントシステム「Yume Pro」のプロ

セスに則ったイノベーション・ロードマップを示している。 
 本ファイナンスでは、OKI の事業活動全体に対する包括的分析が行われた。同社のサス

テナビリティ活動も踏まえ、インパクト領域につき特定のうえ 4 項目のインパクトが選定

された。そして、各インパクトに対して KPI が設定された。これらのインパクトは、いず

れも同社のマテリアリティに係るものであり、ポジティブ・インパクトの増大として環境貢

献商品の拡大や社会課題解決に向けた全員参加型イノベーションの推進、ネガティブ・イン

パクトの抑制として CO2 排出量の削減や労働安全衛生の推進等がある。今後、これら 4 項

目のインパクトに係る上記 KPI 等に対して、モニタリングが実施される予定である。 
JCR は、本ファイナンスにおけるインパクト特定の内容について、モデル・フレームワ

ークに示された項目に沿って確認した結果、適切な分析がなされていると評価している。ま

た、本ファイナンスの KPI に基づくインパクトについて、PIF 原則に例示された評価基準
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に沿って確認した結果、多様性・有効性・効率性・追加性が期待されると評価している。当

該 KPI は、上記のインパクト特定及び OKI のサステナビリティ活動の内容に照らしても適

切である。さらに、本ファイナンスにおけるモニタリング方針について、本ファイナンスの

インパクト特定及び KPI の内容に照らして適切であると評価している。従って JCR は、本

ファイナンスにおいて、持続可能な開発目標（SDGs）に係る三側面（環境・社会・経済）

を捉えるモデル・フレームワークの包括的インパクト分析（インパクトの特定・評価・モニ

タリング）が、十分に活用されていると評価している。 
 
(2)〈みずほ〉の PIF 評価フレームワーク及び本ファイナンスの PIF 原則に対する準拠性等 

JCR は、〈みずほ〉の PIF 商品組成に係るプロセス、手法及び社内規程・体制の整備状

況、並びに OKI に対する PIF 商品組成について確認した結果、PIF 原則における全ての要

件に準拠していると評価している。また、本ファイナンスは「インパクトファイナンスの基

本的考え方」と整合的であると評価している。 
 
以上より、JCR は、本ファイナンスが PIF 原則及びモデル・フレームワークに適合して

いること、また「インパクトファイナンスの基本的考え方」と整合していることを確認した。 
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I. 第三者意見の位置づけと目的 
JCR は、みずほ銀行が MHRT による評価を踏まえて OKI に実施する PIF に対して、

UNEP FI の策定した PIF 原則及びモデル・フレームワーク、並びに PIF TF の纏めた「イ

ンパクトファイナンスの基本的考え方」に沿って第三者評価を行った。PIF とは、SDGs の

目標達成に向けた企業活動を、金融機関等が審査・評価することを通じて促進し、以て持続

可能な社会の実現に貢献することを狙いとして、当該企業活動が与えるポジティブなイン

パクトを特定・評価の上、融資等を実行し、モニタリングする運営のことをいう。 
PIF 原則は 4 つの原則からなる。第 1 原則は、SDGs に資する三つの柱（環境・社会・経

済）に対してポジティブな成果を確認でき、ネガティブな影響を特定し対処していること、

第 2 原則は、PIF 実施に際し、十分なプロセス、手法、評価ツールを含む評価フレームワー

クを作成すること、第 3 原則は、ポジティブ・インパクトを測るプロジェクト等の詳細、評

価・モニタリングプロセス、ポジティブ・インパクトについての透明性を確保すること、第

4 原則は、PIF 商品が内部組織または第三者によって評価されていることである。 
本第三者意見は、PIF 第 4 原則で推奨されている評価の透明性及び客観性確保のため、

JCR が独立した第三者機関として、OKI に係る PIF 評価の合理性及び本ファイナンスのイ

ンパクト、並びに〈みずほ〉の PIF 評価フレームワーク及び本ファイナンスの PIF 原則に

対する準拠性等を確認し、本ファイナンスの PIF 原則及びモデル・フレームワークへの適

合性、並びに「インパクトファイナンスの基本的考え方」との整合性について確認すること

を目的とする。 
 
II. 第三者意見の概要 
本第三者意見は、みずほ銀行が OKI との間で 2022 年 3 月 28 日付にて契約を締結する、

資金使途を限定しない PIF に対する意見表明であり、以下の項目で構成されている。 
＜OKI に係る PIF 評価等について＞ 

1. インパクト特定の適切性評価 
2. KPI の適切性評価及びインパクト評価 
3. モニタリング方針の適切性評価 
4. モデル・フレームワークの活用状況評価 

＜〈みずほ〉の PIF 評価フレームワーク等について＞ 
1. 同社の組成する商品（PIF）が、UNEP FI の PIF 原則及び関連するガイドライン等

に準拠、整合しているか（プロセス及び商品組成手法は適切か、またそれらは社内文

書で定められているかを含む） 
2. 同社が社内で定めた規程に従い、OKI に対する PIF を適切に組成できているか 
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III. OKI に係る PIF 評価等について 
本項では、OKI に係る PIF 評価におけるモデル・フレームワークの包括的インパクト分

析（インパクトの特定・評価・モニタリング）の活用状況と、本ファイナンスのインパクト

（①多様性、②有効性、③効率性、④倍率性、⑤追加性）について確認する。 
 
1. インパクト特定の適切性評価 
1-1. OKI の事業概要 
(1) 沿革 

OKI は、日本の通信の黎明期から電気・通信業界を支えてきたパイオニア企業として、

2021 年 11 月に創業 140 周年を迎えた。1881 年（明治 14 年）に、沖冴太郎氏が「明工舎」

を創業し、国産初の電話機開発に成功した。その後、前身となる「沖電気株式会社」を引き

継ぎ、1949 年に「沖電気工業株式会社」が設立され、1951 年に東京証券取引所に株式が上

場された。同社は電信・電話機から、1950 年代に国産初のコアメモリを使用したコンピュ

ータの発売、1980 年代に世界初の LED プリンター開発、世界初の紙幣還流型の ATM 発売

と業容を拡大し、その後、本格的に海外市場にも販路を広げ、現在の「コンポーネント&プ

ラットフォーム事業」の礎を築いた。また、同社は 2000 年以降、車両・航空通信システム

等の公共性の高い社会インフラシステムを手掛け、現在の「ソリューションシステム事業」

の中核とした。 
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(2) 企業理念・経営方針 
OKI は、日本最初の通信機器メーカーとして、1881 年の創業以来、従来の慣習にこだわ

らず進んで新しいことをする「進取の精神」により、社会課題の解決に貢献することを経営

方針に掲げている。「『進取の精神』をもって、情報社会の発展に寄与する商品を提供し、世

界の人々の快適で豊かな生活の実現に貢献する」という企業理念のもとで、「“モノづくり・

コトづくり”を通して、より安全で便利な社会のインフラを支える企業グループ」を目指し

ている。目指す姿を支える基盤として行動指針を設定のうえ、OKI グループで働く一人ひ

とりが着実に遵守、実行し社会的責任を的確に果たせるよう、「企業行動憲章」及び「行動

規範」を規定している。 
 

 

図 1 OKI グループが共有する価値観1 
  

                                                   
1 OKI レポート 2021 より抜粋 
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(3) 主な事業活動 
OKI は、OKI グループの中核企業としての役割を担っている。OKI グループは、2021 年

3 月時点において、OKI、連結子会社 66 社及び持分法適用会社 2 社で構成され、ソリュー

ションシステム事業とコンポーネント&プラットフォーム事業の 2 つのセグメントを中核

事業に据えており、その他に用役提供、その他機器商品の製造・販売を行っている。 
これらの事業セグメントに対する、同社グループのビジネス領域及び主要製品名は、以下

のとおりである。 
 

 ソリューションシステム事業 
本セグメントに含まれるビジネス領域は、各種社会インフラシステム、通信キャリア機

器、金融・流通関連システム、IoT 関連システム等多岐にわたる。 
 

 コンポーネント&プラットフォーム事業 
本セグメントに含まれるビジネス領域は、さまざまな自動化端末・機器の提供や運用サ

ービスを行うコンポーネントビジネス領域と、EMS2/DMS3を中心にモノづくりそのも

のをサービス提供するプラットフォームビジネス領域である。 
 

表 1 OKI グループの事業区分概要4 
セグメント 主要な製品・サービス 主要な関係会社 

ソ リ ュ ー シ

ョ ン シ ス テ

ム事業 

交通インフラシステム、防災関連シス

テム、防衛関連システム、通信キャリ

ア向け通信機器、金融営業店システ

ム、事務集中システム、予約発券シス

テム、IP-PBX、ビジネスホン、コンタ

クトセンター、920MHz 帯マルチポッ

プ無線システム 等 

沖電気工業株式会社 
OKI クロステック株式会社 
株式会社 OKI ソフトウェア 等 
 

コ ン ポ ー ネ

ント&プラッ

ト フ ォ ー ム

事業 

ATM、現金処理機、営業店端末、予約

発券端末、チェックイン端末、外貨両

替機、ATM 監視・運用サービス、カラ

ー・モノクロ LED プリンター、カラ

ー・モノクロ LED 複合機、大判イン

クジェットプリンター、ドットインパ

クトプリンター、設計・生産受託サー

ビス、プリント配線基板 等 

沖電気工業株式会社 
OKI 電線株式会社 
OKI Europe Ltd 
OKI Manufacturing (Thailand) 
Co, Ltd. 
沖電気実業（深圳）有限公司 等 

 
「中期経営計画 2022」（2020～2022 年度）では、同社の 2031 年の創業 150 年において

目指す姿である「“モノづくり・コトづくり”を通して、より安全で便利な社会のインフラ

を支える企業グループ」からバックキャストし、取り組むべきテーマを設定している。成長

                                                   
2 Electronics Manufacturing Services（電子機器受託製造サービス） 
3 Design & Manufacturing Services（設計・生産受託サービス） 
4 OKI 有価証券報告書（第 97 期）より作成 
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への土台作りとして、ハードウェア事業を中心とした構造改革を推し進めるとともに、AI
エッジ技術とモノづくりの強みを活かし、顧客やパートナーとの協働、共創による社会課題

の解決を通じた持続的成長を目指している。成長への土台作りとしての構造改革は、以下の

3 つの課題に沿って進められている。 
 

① 事業ポートフォリオの再構築では、ハードウェア事業の統合やプリンター開発・機

種の絞り込み、海外販売拠点の縮小を実施している。 
② モノづくり基盤の強化では、キャッシュレス化が進行する中国での ATM 販売・生

産を終了し、日本及びベトナム工場への移管を実施し、生産施設ネット・ゼロ・エ

ネルギー・ビルを実現するスマート工場の建設着工等を推進している。 
③ グループ共通機能のコスト改革では、3 年間で調達・人件費等合計 140 億円の削減

を数値目標とし、初年度で 38 億円（目標値 27％）を達成している。 
 
これらの構造改革を経て、2022 年度の目標値を売上高 4,650 億円、営業利益 200 億円、

自己資本比率 30％以上としている。 
 

 
図 2 「中期経営計画 2022」における成長への土台作り5 

  

                                                   
5 OKI ウェブサイトより抜粋 
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(4) 売上等概況 
OKI のセグメント別の連結売上高は、下表のとおりである。2020 年度は、大型案件や工

事進行基準の適用範囲拡大等、前期の一過性要因による影響のほか、構造改革に伴うブラジ

ル子会社の事業譲渡や新型コロナウィルス感染症等の複数要因が重なり、売上高は前年比

14％減少の 3,929 億円となった。モノづくりでは独自のサービスを展開し、国内製造業を

中心とした 1,000 社超の顧客数をベースに、安定したリピート受注が同社の強みとみられ

る。2020 年度におけるセグメント別連結売上高（調整前）構成比は、ソリューションシス

テム事業 47％、コンポーネント&プラットフォーム事業 49％である。 
 

表 2 セグメント別の業績推移6 
単位：億円 2019 年度 2020 年度 

連結売上高   
 ソリューション 

システム 2,328 1,959 

コンポーネント& 
プラットフォーム 2,230 2,029 

その他 279 159 
調整額 △265 △218 
合計 4,572 3,929 

 
また、地域ごとの連結売上高は下表のとおりである。日本での売上高が最も高く、全体の

約 85% を占める。同社は独自方式の LED プリンターで欧州に強いことから、欧州の売上

が全体の約 7％と海外売上のうち最大を占めるが、海外販売拠点の縮小に伴い、海外比率は

減少傾向（2019 年度約 20％、2020 年度約 15％）にある。 
 

表 3 地域別の業績推移7 
連結売上高（億円） 2019 年度 2020 年度 

日本 3,671 3,331 
北米 133 86 
中南米 111 28 
欧州 362 267 
中国 101 68 
その他 195 149 
合計 4,572 3,929 

 
  

                                                   
6 OKI 有価証券報告書（第 97 期）より作成 
7 OKI 有価証券報告書（第 97 期）より作成 



                Japan Credit Rating Agency, Ltd. 
 
 

 - 11 -  
 

(5) 市場シェア 
OKI は、電気機器業界に属する上場企業の中で、2020 年度売上高において第 29 位であ

る。国内 ATM 市場では、同社を含む主要 ATM メーカー3 社が市場を占有しているとされ、

同社の調べでは、国内 ATM 設置台数においてトップクラス、とりわけコンビニエンススト

アに代表される流通市場での設置台数では 70％を超えている8。 
  

                                                   
8 OKI レポート 2021 
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1-2. 包括的分析及びインパクト特定 
本ファイナンスでは、OKI の事業活動全体に対する包括的分析が行われ、同社のサステ

ナビリティ活動も踏まえてインパクト領域が特定された。 
 

(1) 業種別インパクトの状況 
本ファイナンスでは、OKI の事業について、国際標準産業分類（ISIC：International 

Standard Industrial Classification of All Economic Activities）における「データ処理、ホ

スティング及び関連業」、「コンピュータ及び周辺装置製造業」として整理された。その前提

のもと、UNEP FI のインパクト分析ツールを用いて、ポジティブ・インパクト及びネガテ

ィブ・インパクトが下表のとおり分析された。なお、同社は防衛省にソナーや通信機器等を

卸しているが、武器や弾薬は含まれていないため、武器・弾薬事業には該当していない。 
 

表 4 業種別インパクト 

 
データ処理、ホスティング及

び関連業 
コンピュータ及び 
周辺装置製造業 

ポジティブ ネガティブ ポジティブ ネガティブ 

入手可能

性、アクセ

ス可能性、

手ごろさ、

品質 

水     

食糧     

住居     

健康・衛生     

教育     

雇用 ● ● ● ● 
エネルギー     

移動手段     

情報 ●    

文化・伝統     

人格と人の安全保障  ●   

正義     

強固な制度・平和・

安全 ● ● 
  

質（物理

的・化学的

特性）と有

効利用 

水    ● 
大気    ● 
土壌    ● 
生物多様性 
と生態系サービス    

 

資源効率・安全性    ● 
気候  ●  ● 
廃棄物    ● 

人と社会の

ための経済

的価値創造 

包括的で健全な経済 ●  ●  

経済収束     

その他      
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(2) 国別インパクトの状況 
本ファイナンスでは、国別インパクトについて、販売の面から日本・中国、製造の面か

ら日本・ベトナム・タイを対象として分析が行われた一方、調達の面は開示情報がないた

め分析対象外とされた。なお、UNEP FI のインパクト分析ツールで示されたインパクト

領域ごとの国別のニーズをベースとして、ニーズのレベルが高いと判断されたインパクト

領域には重みづけがなされている。具体的には、日本では「住居」、「雇用」、「エネルギー」、

「移動手段」、「情報」、「文化・伝統」、「水（質）」、「生物多様性と生態系サービス」、「資源

効率・安全性」、「気候」、「廃棄物」、「包括的で健全な経済」のニーズが高く設定されてい

る。 
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(3) インパクト・レーダーチャート 
ここまでの分析を踏まえ、本ファイナンスで業種・国の観点から推定された OKI の事業

に係るインパクト領域は、下図のとおりである。 
 

 

 
 

図 3 インパクト・レーダーチャート 
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(4) サプライチェーンの全体構造 
OKI は、社会のインフラを支える企業として、「モノコトづくり」を掲げて製品・ソリュ

ーションを提供している。同社事業のうち、ハード製品に係るサプライチェーンの全体構造

は下図のとおりである。なお、同社はグリーン調達基準書を 2002 年に制定し、取引先と協

調した環境負荷低減への取り組みを進めている。 
 
取引先等の活動（栽

培、製造、輸送等）

が影響する範囲 
（自社による調達

の取組み等も影

響を及ぼす）  

自社の活動

（製造、販

売、輸送等）

が影響する

範囲 
 

取引先等の活動（生産、

販売等）が影響する範囲 

 

自社製品（素

材、製品）が影

響する範囲 

         
原料 
生産

調達 

原料 
加工 

輸

送 → 
素材

製造 
販

売 → 
輸

送 
製品 
製造 

販

売 
輸

送 → 
使

用 

廃棄・

リサイ

クル 
    ↓    

 
     

    製品

製造 
販

売 → 
輸

送 → → → → 
使

用 

廃棄・

リサイ

クル 
図 4 サプライチェーンの全体構造 
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(5) サステナビリティ方針 
OKI は、2030 年までの SDGs 達成、翌年の創業 150 周年における「“モノづくり・コト

づくり”を通して、より安全で便利な社会のインフラを支える企業グループ」という姿に向

けて、「社会の大丈夫をつくっていく。」をテーマに、社会課題解決を通じた持続的な成長を

目指している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 価値創造プロセス9 
  

                                                   
9 OKI レポート 2021 より抜粋 
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同社は「中期経営計画 2022」において、2030 年の目指す姿からバックキャストし、社会

価値創出と経営基盤強化の両面から下図のマテリアリティを特定している。 
 

 
図 6 マテリアリティ10 

 
上記マテリアリティについては、定量的指標の設定等もなされている。特に環境面におい

て、同社は 2019 年に中長期の環境ビジョンとして「OKI 環境チャレンジ 2030/2050」を制

定しており、その実現に向けた「中期環境経営計画 2022」を策定するとともに、気候変動

の緩和・適応、汚染予防、資源循環といった環境テーマに係る 10 件の 2022 年度までの行

動計画へと詳細化している。 
 

 

図 7 OKI 環境チャレンジ 2030/205011 

                                                   
10 OKI ウェブサイトより抜粋 
11 OKI ウェブサイトより抜粋 
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図 8 中期環境経営計画 202212 

 
さらに、2021 年 1 月には、2030 年までの事業創出を目指した「イノベーション戦略」を

公表している。同社のイノベーション・マネジメントシステム「Yume Pro」のプロセスに

則り、マテリアリティの 7 つの社会課題の解決に向けて、注力する 9 分野ごとのロードマ

ップを明確化している。それらの実現には、同社の強みである AI エッジを注力技術として

活用する計画である。 
 

 
図 9 イノベーション戦略13 

  

                                                   
12 OKI ウェブサイトより抜粋 
13 OKI レポート 2021 より抜粋 
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(6) サステナビリティに係る重要課題と KPI の設定状況 
OKI は、「中期経営計画 2022」において、「社会の大丈夫をつくっていく。」ために必要

なマテリアリティを特定している。同社はマテリアリティ特定にあたり、まず①経営方針・

事業の方向性、②社会・ステークホルダーの期待・要請、③開示の要請という 3 つの観点か

ら、同社グループとしての課題を抽出した。その後、ステークホルダーとの対話内容も考慮

しながら絞り込んだ結果、社会価値創出、経営基盤強化の 2 つの観点から計 3 項目のマテ

リアリティを特定した。同社は、これらの各項目に対して関連する ESG テーマを設定し、

具体的な取り組みへと落とし込んでいる。なお、同社はマテリアリティについて、その進捗

状況を中期経営計画の PDCA の中で適時確認し、見直しを実施する方針である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 10 マテリアリティと ESG への取り組み14 

 
また、同社グループは 2010 年 5 月に、世界的イニシアティブである「国連グローバル・

コンパクト」に署名している。当該イニシアティブは、企業・団体が責任ある創造的なリー

ダーシップを発揮することで、持続可能な成長の実現を目指す取り組みであり、「人権」、「労

働」、「環境」、「腐敗防止」の 4 分野 10 原則について企業に支持・遵守を求めるものである。 

その他、2019 年 5 月には「気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）」提言への賛同

を表明し、2020 年 4 月には「気候変動イニシアティブ（JCI）」に参加し、2020 年 6 月に

は脱炭素社会の実現に向けたイノベーション創出へのチャレンジを促す「チャレンジ・ゼロ」

に参加している。  

                                                   
14 OKI レポート 2021 より抜粋 
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(7) インパクト特定 
ここまでの分析等を踏まえ、本ファイナンスで特定されたインパクト領域は下図の通り

である。図 3 のインパクト・レーダーチャートを基に、8 つのインパクト領域が特定されて

いる。 
図 3 でネガティブ・インパクトが示された領域のうち、特定されていないインパクト領

域について、その理由は以下のとおりである。「人格と人の安全保障」について、OKI は ATM
等、社会インフラシステムに関わる製品を取り扱っているが、個人情報を直接取り扱うもの

は事業全体を見て限定的であると判断された。また、「強固な制度・平和・安全」について

も同様に、同社事業内で表現の自由を阻害するような事業は想定されなかった。なお、「水

（質）」、「大気」、「土壌」については、2-2.(5)に示す評価のとおり、公表データよりネガテ

ィブ・インパクトを十分に抑制した実績を持っていると判断され、KPI は設定されていな

い。 
また、図 3 でポジティブ・インパクトが示された領域のうち、本ファイナンスで特定され

たインパクト領域は「包括的で健全な経済」である。同領域は、日本としても対応が必要で

あるほか、同社では社会課題解決による持続的成長を実現するための人財マネジメント等

に取り組んでいることから重要と判断された。加えて、同社が CO2 削減や省資源化といっ

た環境負荷低減に貢献する商品の拡大を推進していることから、「気候」及び「資源効率・

安全性」がポジティブ・インパクトとしても特定されている。 
 

 
図 11 本ファイナンスで特定されたインパクト領域 
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1-3. JCR による評価 
JCR は、本ファイナンスにおけるインパクト特定の内容について、モデル・フレームワ

ークに示された項目に沿って以下のとおり確認した結果、適切な分析がなされていると評

価している。 
 

モデル・フレームワークの確認項目 JCRによる確認結果 

事業会社のセクターや事業活動類型を踏ま

え、操業地域・国において関連のある主要

な持続可能性の課題、また事業活動がこれ

らの課題に貢献するかどうかを含めて、事

業環境を考慮する。 

操業エリア・業種・サプライチェーンの観

点から、OKIの事業活動全体に対する包括

的分析が行われ、インパクト領域が特定さ

れている。 

関連する市場慣行や基準（例えば国連グロ

ーバル・コンパクト10原則等）、また事業

会社がこれらを遵守しているかどうかを考

慮する。 

OKIは、国連グローバル・コンパクトへの

署名やTCFD提言への賛同表明等を行い、

それぞれ対応を進めていることが確認され

ている。 
CSR報告書や統合報告書、その他の公開情

報で公に表明された、ポジティブ・インパ

クトの発現やネガティブ・インパクトの抑

制に向けた事業会社の戦略的意図やコミッ

トメントを考慮する。 

OKIの公表している「OKI環境チャレンジ

2030／2050」、「中期経営計画2022」、「マ

テリアリティ」、「中期環境経営計画

2022」、「OKIグループ環境活動計画」、「イ

ノベーション戦略」等を踏まえ、インパク

ト領域が特定されている。 
グリーンボンド原則等の国際的イニシアテ

ィブや国レベルでのタクソノミを使用し、

ポジティブ・インパクトの発現するセクタ

ー、事業活動、地理的位置（例えば低中所

得国）、経済主体の類型（例えば中小企

業）を演繹的に特定する。 

UNEP FIのインパクト分析ツール、グリ

ーンボンド原則・ソーシャルボンド原則の

プロジェクト分類等の活用により、インパ

クト領域が特定されている。 

PIF商品組成者に除外リストがあれば考慮

する。 
OKIは、〈みずほ〉の定める融資方針等に

基づく不適格企業に該当しないことが確認

されている。 
持続可能な方法で管理しなければ、重大な

ネガティブ・インパクトを引き起こし得る

事業活動について、事業会社の関与を考慮

する。 

OKIの事業で想定し得る重要なネガティ

ブ・インパクトとして、CO2排出、エネル

ギー使用、労働災害、化学物質による水

質・大気汚染、廃棄物等が特定されてい

る。これらは、同社の公表する「マテリア
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リティ」等で抑制すべき対象と認識されて

いる。 
事業会社の事業活動に関連する潜在的なネ

ガティブ・インパクトや、公表されている

意図と実際の行動（例えばサプライチェー

ンの利害関係者に対してや従業員の中での

行動）の明らかな矛盾を特定するため、考

え得る論点に関する利用可能な情報を検証

する。 

〈みずほ〉は、原則としてOKIの公開情報

を基にインパクト領域を特定しているが、

重要な項目に関しては、その裏付けとなる

内部資料等の確認及びヒアリングの実施に

より、手続きを補完している。なお、JCR
はOKIに対するヒアリングへの同席等によ

り、開示内容と実際の活動内容に一貫性が

あることを確認している。 
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2. KPI の適切性評価及びインパクト評価 
2-1. OKI のサステナビリティ経営体制の整備状況 
(1) サステナビリティ方針・中長期ビジョン、経営計画との統合の進展度 
本ファイナンスでは、「1-2.(5)サステナビリティ方針」を踏まえ、OKI のサステナビリテ

ィ方針が経営計画と十分に統合され、また定量的指標の設定等の報告がなされていると判

断できることから、同社におけるサステナビリティの経営計画への統合進展度は「Level-H」

と評価されている。 
 

表 5 サステナビリティの経営計画への統合レベル 
レベル 概要 

Level-H 経営計画にサステナビリティについての記述があり、定量的指標の設定
やモニタリング等の報告がなされている 

Level-M2 経営計画にサステナビリティについての明確な記載はないものの、サス
テナビリティに連動する記述が見受けられるもの 

Level-M1 経営計画にサステナビリティについての記載はないものの、サステナビ
リティに関する方針、ビジョン等対外的に公表可能な記述があるもの 

Level-L 経営計画にサステナビリティに関する記述がなく、サステナビリティに
関する方針、ビジョン等対外的に公表可能な記述がないもの 
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(2) サステナビリティ開示体制、透明性 
OKI レポート 2021 では、OKI のマテリアリティについて、以下の情報開示がなされて

いる。 
 マテリアリティに対する OKI グループの取り組み 
 貢献する SDGs の社会課題 
 取り組みの過年度実績と将来の目標 
 取り組みの具体的な事例解説 
 関連する機会とリスク 

例えば、同社は TCFD 提言に沿ったシナリオ分析によりリスクと機会を導き出し、戦略

を構築している。その中で、気温上昇 2℃シナリオでは、脱炭素ソリューションへのニーズ

が高まると分析し、4℃シナリオでは、激甚災害に伴う物理的リスクの高まりへの予防策と

して、防災情報システムへのニーズが高まると想定している。こうしたニーズから、同社の

環境貢献商品が拡大すると見込まれ、定量的目標として環境貢献商品売上高比率を 2020 年

度 32％から 2030 年度 50％に高めることを目標としている。また、ライフサイクル CO215

では、2030 年 40％削減、2050 年 80％削減（2013 年比）を目標としている。このように、

各種課題の整理や目標年度・数値の設定が行われるとともに、2020 年度の実績が定量・定

性的に開示されている。 
従って、本ファイナンスでは、同社が環境・社会面について積極的に情報開示しており、

透明性が高いと判断できることから、「Level-H2」と評価されている。 
 

表 6 サステナビリティの情報開示レベル 

レベル 概要 
目標開示 

実績開示 
定量 定性 

Level-H2 サステナビリティについての定量的目標開示、実績

開示がなされているもの 
あり あり あり 
あり なし あり 

Level-H1 サステナビリティについての定性的目標開示、実績

開示がなされているもの なし あり あり 

Level-M2 

サステナビリティについての目標開示はなされてい

ないものの、実績開示がなされているもの なし なし あり 

サステナビリティについての定量的目標開示がなさ

れているものの、実績開示がなされていないもの 
あり あり なし 
あり なし なし 

Level-M1 サステナビリティについての定性的目標開示がなさ

れているものの、実績開示がなされていないもの なし あり なし 

Level-L サステナビリティについての目標開示、実績開示が

なされていないもの なし なし なし 

  
                                                   
15 ライフサイクル CO2：調達→事業拠点→物流→顧客による製品使用（製品の想定耐用年数×年間消費

電力×販売台数×排出原単位）→使用済製品の廃棄の各プロセスにおけるグループ全体の CO2排出量 
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(3) サステナビリティ体制の強度 
OKI は、環境マネジメントシステムの観点から、2004 年にそれまでの「環境基本方針」

を「環境方針」として改定した。同方針に基づき、商品及び事業活動を通して、環境負荷を

継続的に低減する取り組みを実施している。環境経営推進の最高責任者は代表取締役社長

であり、環境に関する重要事項については、経営会議の場において決定される。同社は、

TCFD 提言のカテゴリーである気候変動を含め、環境に関連する想定事象の設定（シナリ

オ分析）を行い、本社の環境専門部門にて事業部門や研究開発部門、調達部門等とリスク・

機会及び対応について整合し、将来の財務影響を見据えた実効性の高い施策の検討をグル

ープ全体で進めている。これらの結果は経営会議報告ののち、取締役会に報告される体制と

なっている。また 2020 年度には、サステナビリティ推進の強化に向けて、「サステナビリ

ティ推進ワーキンググループ（WG）」が設置された。同 WG は、代表取締役社長の下に、

コーポレート関係部門と事業本部・営業本部の代表者で構成されており、気候変動を含む持

続的成長に関連する議題を検討し、経営会議への報告を行っている。 
 

 
図 12 サステナビリティ推進体制16 

 
本ファイナンスでは、同社のサステナビリティ専門組織について、上記のとおり設置され

ていることから「L-H」と評価されている。また、取締役会等の経営レベルの意思決定が可

能な会議体に対して定期報告がなされ、必要に応じて改善の指導が可能な体制が整備され

ていることから、経営報告体制について「L-H」と評価されている。 
 

表 7 サステナビリティ体制の強度 
チェック項目 概説 

(1)サステナビリティについ

ての専門組織について 
L-H：サステナビリティ専門部署を有している 
L-M：環境・CSR に関する部署が対応 
L-L：専門組織なし、総務系、IR 系部署等における兼務 

(2)経営報告の体制について L-H：取締役会等経営レベルの意思決定が可能な会議体
に対して定期報告がなされ、必要に応じて改善の指
導が可能な体制 

L-M：何らかの会議体に対して定期報告がなされる体制 
L-L：経営報告の体制を持っていない 

                                                   
16 OKI レポート 2021 より抜粋 
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2-2. KPI 及び目標設定 
 本ファイナンスでは、上記のインパクト特定及び OKI のサステナビリティ活動を踏まえ

て 4 項目のインパクトが選定され、それぞれに KPI 及び目標が設定された。 
 
(1) 資源効率・安全性、気候 
① KPI 設定の考え方 
気候変動への対策は、世界で喫緊の課題となっている。日本政府も、2030 年度の温室効

果ガス 46%削減（2013 年度比）と、2050 年のカーボンニュートラルを目指している。上場

企業では、2021 年 6 月にコーポレートガバナンス・コードが改訂されたほか、2022 年 4 月

には東京証券取引所の株式市場再編に伴い、プライム市場で TCFD 提言に沿った情報開示

が要請される等、気候変動への取り組みが加速化すると推測される。 
OKI では、原材料調達・輸送・製造・販売・廃棄の各段階で温室効果ガスが発生してい

る。顧客による同社製品の使用時も含め、各段階における温室効果ガスの発生を抑制するこ

とが求められる。 
同社は、2019 年 5 月に TCFD 提言に賛同し、シナリオ分析を行って気候変動関連のリス

ク・機会を開示している。気候変動 2℃シナリオにおける同社のリスクとしては、「ハード

ウェア製品に対する省エネ基準や顧客要求未達による販売機会の損失」、「製造プロセスに

おけるお客様からの再生可能エネルギー使用の要請への対応」、「事業拠点における脱炭素

強化に伴うコストアップ」が挙げられている。また、気候変動 4℃シナリオにおける同社の

リスクとしては、「拠点・調達先：工場や調達先の被災による、事業所資産の喪失/稼働停止

/サプライチェーンの寸断」、「拠点：気温上昇に伴う装置故障」が挙げられている。 
このように、気候変動は同社への負の影響が大きく、同社としても重要な課題である。本

ファイナンスでは、インパクト領域「気候」に係るネガティブ・インパクトを抑制するため、

KPI として「拠点からのエネルギー起源 CO2排出量削減率」及び「ライフサイクル CO2 排
出量削減率」が設定された。 
また、同社はマテリアリティに係る ESG テーマの 1 つとして「環境課題解決に貢献する

商品の創出」を掲げており、「環境貢献商品売上高」によって同社事業の環境貢献を可視化

している。環境貢献商品には、CO2削減に貢献するソリューションや、気候変動による激甚

災害への対応に資する商品群、サーキュラーエコノミーの形成に貢献する省資源化関連の

商品群等が含まれている。同社は、研究開発においても環境への貢献を強く意識しており、

環境への直接貢献技術 10 テーマ及び間接貢献技術 35 テーマを推進している。 
本ファイナンスでは、同社のこれらの取り組みを踏まえ、インパクト領域「気候」に係る

KPI として「環境貢献商品売上高比率」も設定された。なお、当該 KPI は資源・エネルギ

ーの使用を最小限に抑える取り組みが含まれることから、インパクト領域「資源効率・安全

性」も該当すると整理されている。 
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表 8 シナリオ分析と戦略17 

 
  

                                                   
17 OKI レポート 2021 より抜粋 
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② KPI 
過年度における KPI の状況は、以下のとおりである。 

 
表 9 過年度における KPI の状況18 

KPI（資源効率・安全性、気候） 2019 年度 2020 年度 
拠点からのエネルギー起源 CO2排出量削減率（基

準年：2013 年度）（OKI グループ） 30% 34% 

ライフサイクル CO2排出量削減率（基準年：2013
年度）（OKI グループ） - 54% 

環境貢献商品売上高比率（OKI グループ） 11% 32% 

 
また、CO2排出量削減に向けた OKI の施策については、下表のとおりである。 

 
表 10 CO2排出量削減に向けた施策19 

対象範囲 具体的な施策 

商品 

ハードウェア商品の省電力化 

 規制強化を先取りした開発目標の設定 

 研究開発の強化 

拠点 

CO2排出量削減施策の効果的な組み合わせによる推進 

 生産設備の効率化、生産工程の効率化・革新 

 工場の ZEB 化 

 再生可能エネルギーの導入（太陽光発電設備の導入や 

   J クレジットの購入等） 

 
研究開発に関して、同社は環境貢献強化 WG を定例開催し、環境に資する商品の開発に

ついて検討している。また、環境貢献商品の認定基準を見直す等、開発現場が環境に資する

商品の開発を意識するよう促している。 
ZEB 化に関する取り組みとしては、2021 年 5 月に建設を開始した埼玉県本庄の新工場が

挙げられる。この新工場は、2021 年 8 月に大規模生産施設として日本初となる ZEB 認定

を取得している。 
再生可能エネルギーに関しては、拠点にどのように導入していくかを検討中である。具体

的には、①再生可能エネルギー発電設備の自社導入、②再生可能エネルギー由来の電力の導

入、③J クレジット等の購入、の 3 つの事項を、拠点の事情に合わせて検討している。同社

の工場は、建設されてから年数が経っているものも多いため、太陽光発電設備の導入は耐久

                                                   
18 OKI レポート 2020、OKI レポート 2021 より作成 
19 OKI レポート 2021 及びヒアリングより作成 
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性を考慮して新工場から順次実施する予定である。また、再生可能エネルギー由来の電力の

継続的な導入はコストの観点から難しい一方で、J クレジットについては継続的に購入して

いく予定である。なお、2020 年度における J クレジットの購入では、目標としていた 400t-
CO2を達成している。 
現在、同社は SBT 認定を目指しており、本ファイナンスではスコープ 1～3 の整理も含

め、さらなる取り組みの推進が期待されている。 
一方、環境貢献商品については、売上高の集計が開始された 2019 年度以降、継続して環

境貢献商品に該当する商品の定義や分類等の整理が進められている状況である。そのため

本ファイナンスでは、今後の定義や分類の変更についてもモニタリングされる。下図は、

2020 年度時点での環境貢献商品の分類であり、商品及びソリューションがどの側面で環境

に貢献するのかが整理されている。 
 

 
図 13 環境貢献商品の分類20 

                                                   
20 OKI レポート 2021 より抜粋 
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③ 目標 
 各 KPI における目標は、以下のとおりである。なお、ライフサイクル CO2排出量削減率

について、2020 年度実績は売上構成の変化によって 54%と大幅に高い数値となった。2021
年度以降は当該実績値よりも悪化することが予想されるため、本ファイナンスでは 40%と

いう下記目標に意義があるものと判断されている。 
 

表 11 目標・方針 
KPI（資源効率・安全性、気候） 目標年 ：2030 年 

環境貢献商品売上高比率（OKI グループ） 50% 
拠点からのエネルギー起源 CO2排出量削減率（基

準年：2013 年度）（OKI グループ） 50%  

ライフサイクル CO2 排出量削減率（基準年：

2013 年度）（OKI グループ） 40%  
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(2) 廃棄物 
① KPI 設定の考え方 
廃棄物削減ないし再資源化は、有限な資源を有効活用という側面で重要な課題の一つで

ある。生態系に悪影響を与えるようなマイクロプラスチック等の問題は、国際的な社会課題

ともなっている。 
OKI は、マテリアリティに係る ESG テーマの一部として「資源循環」を掲げ、再資源化

率21を高めるべく取り組んでいる。また、TCFD の枠組みに沿ったシナリオ分析の中では、

廃棄物処理費用の高騰といったリスクに対して、今後拠点からの廃棄物を削減するべく、プ

ラスチック梱包材のリユースや金属素材からの採取率向上に取り組むとしている。また、商

品の観点では、資源の枯渇リスクや部材の供給不足リスクに対する施策として、広域認定処

理制度を活用した使用済み製品からの部品回収とリユースを挙げている。 
上記を踏まえ、本ファイナンスでは KPI として「再資源化率」が設定された。 

 
② KPI 
過去の KPI の状況は、以下のとおりである。 

 
表 12 過年度における KPI の状況22 

KPI（廃棄物） 2018 年度 2019 年度 2020 年度 
再資源化率（OKI グループ） 83.4％ 77.9％ 79.1％ 

 
 
③ 目標 

 
表 13 目標・方針 

KPI（廃棄物） 目標年 ：2022 年度 
再資源化率（OKI グループ） 83%以上 

  

                                                   
21 再資源化率＝再資源化量÷廃棄物総発生量（有価売却量を含む） 
22 OKI レポート 2021 より作成 
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(3) 包括的で健全な経済 
① KPI 設定の考え方 
ジェンダー平等、特に女性管理職比率の向上を含む女性活躍推進については、日本が重点

的に取り組む課題として挙げられる。OKI は、「女性が自ら成長を求め、最大限の能力発揮

ができる働き方で、成長しキャリア形成ができる」ことを目指している。2021 年 3 月時点

では、同社の女性管理職比率は 3.3%であり、女性管理職比率の向上が求められる。本ファ

イナンスでは、多様な人財の活躍に向けた取り組みをモニタリングするため、KPI として

「女性管理職比率」が設定された。 
また、同社は 7 つの社会課題解決に向けた商品創出を推進する観点からも、社内文化改

革・人財育成に取り組んでいる。 
「中期経営計画 2022」では、マテリアリティへの取り組みとして「AI 人財（AI エッジ

領域を担う要員）を大幅増強」を挙げており、社会課題の解決及び同社の持続的成長に向け

て、AI 技術に精通した人財の育成を重要視している。本ファイナンスでは、同社の AI 技術

が社会課題の解決に貢献するとの期待から、KPI として「実践力のある AI 技術者数」が設

定された。 
 

 
図 14 AI エッジを強化する 5 つの技術領域23 

 
また、同社は全員参加型のイノベーションを実現するため、全職種へのイノベーション研

修による人財育成を行っている。本ファイナンスでは、その推進状況をモニタリングするた

め、KPI として「イノベーション研修受講修了者数」が設定された。 
 
                                                   
23 OKI レポート 2021 より抜粋 



                Japan Credit Rating Agency, Ltd. 
 
 

 - 33 -  
 

② KPI 
 
過年度における KPI の状況は、下表のとおりである。 

 
表 14 過年度における KPI の状況24 

KPI（包括的で健全な経済） 2021 年 3 月 
女性管理職比率（OKI 単体） 3.3%  

（OKI グループは 5.3%） 
実践力のある AI 技術者数（OKI グループ） 273 人 
イノベーション研修受講修了者数（同 OKI グループ） 3,124 人 

 
OKI は、女性活躍推進に向けた具体的な取り組みとして、選抜制の女性リーダー育成研

修を継続的に実施し、女性社員に対して管理職となるための意識付けを行っている。また、

社員が仕事と育児・介護を両立できるように、フレックスタイム制度、テレワーク勤務制度、

育児勤務制度、介護勤務制度、家族介護や子供の学校行事等に利用可能な目的別休暇制度を

設けている。さらに、仕事と育児の両立研修を実施しており、加えて育児休職復職者・上司・

人事総務部門の三者による「復職者ミーティング」を実施している。本ファイナンスでは、

これらの既存の取り組みや新規の取り組みを通じた「2022 年度に女性管理職比率 5%」の

目標達成、そして 2023 年度以降のさらなる意欲的な目標設定が期待されている。 
AI に関する人財育成については、2019 年 9 月に制定した「OKI グループ AI 原則」の中

で、①基礎教育/実践教育、②AI・データサイエンス社会実装ラボ、③AI スキルテスト、の

3 施策を挙げている。各施策の概要は、下表のとおりである。 
 

表 15 「OKI グループ AI 原則」における人財育成 
施策 概要 

基礎教育/実践教育 AI の基本・リスク・技術などの教育体系を役割別・

レベル別に整備 
AI・データサイエンス社会実装ラボ OKI と中央大学の混成チームによる現場課題解決と

実践力養成 
AI スキルテスト AI スキルレベルの測定 

人財育成計画へのフィードバック 

 
AI に関する人財育成では、職種とレベルに応じた AI 教育を実施しており、集合研修やオ

ンライン学習等の教育メニューを用意している。また、2020 年 8 月には同社と中央大学が

共同で「AI・データサイエンス社会実装ラボ」を設立した。同大学の指導の下、PoC（概念

実証）や実案件等の実践教育の場として機能している。本ファイナンスでは、これらの教育

活動を通じて、「実践力のある AI 技術者数」を 2022 年度末に 300 名とする目標の達成が

                                                   
24 OKI レポート 2021 より作成 
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期待されている。 
また、全職種へのイノベーション研修は、2021 年度 3 月時点で 3,000 人が受講済であり、

2022 年度には研修受講修了者数を 6,000 人とする目標を立てている。 
 
③ 目標 

 
表 16 目標・方針 

KPI（包括的で健全な経済） 目標年 ：2022 年度 
女性管理職比率（OKI 単体） 5% 
実践力のある AI 技術者数（OKI グループ） 300 人 
イノベーション研修受講修了者数（OKI グループ） 6,000 人 
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(4) 雇用 
① KPI 設定の考え方 
企業にとって、従業員の労働安全の確保は重要な課題である。OKI は 5,000 人近くの従

業員を抱えており、グループ全体の従業員数は 1.5 万人以上である。同社には、これら多く

の従業員の労働安全を確保することが求められる。特に、同社は電気機械器具製造業であり、

工場も保有していることから、労働災害のリスクが高い。この点を踏まえ、本ファイナンス

では、インパクト領域「雇用」に係る KPI として、「労働安全衛生推進活動」が設定された。 
 
② KPI 
OKI の 2020 年度の労働災害度数率は 0.00 であり、電気機械器具製造業の国内平均であ

る 0.52 を大きく下回っている。本ファイナンスでは、今後も国内における労働災害度数率

0.00 を維持していくことが期待されている。また、同社は海外にも拠点を有することから、

外国人従業員への安全衛生教育の徹底や健康管理等、グループ全体での労働安全衛生の強

化が求められる。 
同社は、労使で構成される「安全衛生委員会」を各地区に設置し、労働衛生体制の強化や

労働災害・事故防止計画の策定を行っている。また、職場パトロールや安全衛生教育を実施

している。各地区の状況や取り組みは「中央安全衛生委員会」で共有しており、各地区の好

事例を全体に導入していく考えである。また、同社はメンタルヘルスの不調を未然に防ぐた

めのストレスチェックも行っており、2020 年度の実施率は 92.8％であった。 
過年度における KPI の状況は、以下のとおりである。なお、モニタリングでは現状の活

動の維持に加え、新たな取り組みといった活動の進展も確認される。 
 

表 17 過年度における KPI の状況25 
KPI（雇用） 2020 年度 

労働安全衛生推進活動（OKI グループ） 

労働災害・事故防止計画の策定 
職場パトロール 

安全衛生教育の実施 
ストレスチェック 等 

 
 

③ 目標 
 

表 18 目標・方針 
KPI（雇用） 目標年：毎年 

労働安全衛生推進活動（OKI グループ） 活動の継続 

                                                   
25 OKI レポート 2021」より作成 
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(5) 水（質）、大気、土壌 
創業時より国産電話機を開発し、社会の現場の課題に寄り添ったモノづくりを行ってき

た OKI は、現在もコンポーネント&プラットフォーム事業領域で、保有技術を生かしたハ

ード製品の製造に携わっている。製造業では、各工場から排出される化学物質量が懸念され

る。 
しかし、同社で使用される化学物質の大半は中和剤であり、大気に放出される化学物質は、

組み立て工場における部品洗浄用途の溶剤に含まれる揮発性有機化合物（VOC）が殆どで

ある。化学物質の排出率26は 2020 年度で 1.8%であり、また排出量・移動量が少なく、水や

大気、土壌への影響の程度は小さいと判断できるため、本ファイナンスでは KPI の設定対

象外となった。 
 

 

図 15 生産活動で使用される化学物質の排出データ27 
 
 

表 19 化学物質取扱量の推移28 
化学物質取扱量29 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

 使用量 440 トン 408 トン 550 トン 
排出量（大気/水系） 18 トン 12 トン 8 トン 
移動量（廃棄物/製品/
下水道） 21 トン 25 トン 45 トン 

 
  

                                                   
26 排出率=大気／水系への排出量÷使用量 
27 OKI ウェブサイトより抜粋 
28 OKI レポート 2021 より作成 
29 PRTR 法関連物質の取扱量 
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2-3. JCR による評価 
JCR は、本ファイナンスの KPI に基づくインパクトについて、PIF 原則に例示された評

価基準に沿って以下のとおり確認した結果、多様性・有効性・効率性・追加性が期待される

と評価している。当該 KPI は、上記のインパクト特定及びサステナビリティ活動の内容に

照らしても適切である。 

① 多様性：多様なポジティブ・インパクトがもたらされるか 

本ファイナンスは、OKIのバリューチェーン全体を通して、多様なポジティブ・インパ

クトの発現及びネガティブ・インパクトの抑制が期待される。 
各KPIが示すインパクトは、「雇用」、「資源効率・安全性」、「気候」、「廃棄物」、「包括的

で健全な経済」という、幅広いインパクト・カテゴリーに亘っている。また、社内文化

改革・人財育成は、老朽化問題・自然災害・交通問題・環境問題・労働力不足・労働生

産性・感染症拡大という、7つの社会課題解決への貢献に繋がることが期待される。 
これらをバリューチェーンの観点から見ると、例えば製造段階では再資源化や労働安全

衛生の推進、使用段階では激甚災害の被害軽減や製品の低消費電力化、廃棄段階では製

品のリサイクル容易化や回収／リサイクルの実施、そして全段階に亘るCO2削減等が挙

げられる。 

② 有効性：大きなインパクトがもたらされるか 

本ファイナンスは、大きなポジティブ・インパクトの発現及びネガティブ・インパクト

の抑制が期待される。 
OKIは、ソリューションシステム事業、コンポーネント&プラットフォーム事業を展開

する大手電子通信機器メーカーである。本ファイナンスでは、KPIの1つとして環境貢献

商品売上高比率が設定され、2030年度に50％とすることが目指されている。当該KPIで
は、気候変動の緩和・適応、資源循環、汚染予防といった環境テーマが設定されてお

り、同社事業を通じた環境課題の解決、さらには各商品・ソリューションの内容に応じ

て交通問題等の解決への大きな貢献が期待される。また、拠点からのエネルギー起源

CO2排出量削減率（2013年度比）を2030年度に50%とする意欲的な目標が設定される

等、各目標の達成を通じてネガティブ・インパクトの抑制も期待される。一方、目標設

定が短期にとどまるKPIも複数あり、今後の中長期的な目標設定が望まれる。 

③ 効率性：投下資本に比して大きなインパクトがもたらされるか 

本ファイナンスは、効率的なポジティブ・インパクトの発現及びネガティブ・インパク

トの抑制が期待される。 
OKIは、2031年の創業150周年において目指す姿である「“モノづくり・コトづくり”を

通して、より安全で便利な社会のインフラを支える企業グループ」を見据え、2020年に
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策定した「中期経営計画2022」の中で、7つの社会課題に係る社会価値創出と経営基盤

強化の両面から「マテリアリティ」を特定し、それらを具体化したESGの取り組みを推

進している。環境面では、2019年に制定したグループ環境ビジョン「OKI環境チャレン

ジ2030／2050」の実現に向けて、「中期環境経営計画2022」を策定のうえ2022年度まで

の行動計画へと詳細化している。また、マテリアリティで掲げる7つの社会課題の解決

に向けて、2021年には「イノベーション戦略」を発表し、その中で同社イノベーショ

ン・マネジメントシステム「Yume Pro」のプロセスに則ったイノベーション・ロード

マップを示している。 
本ファイナンスの各KPIが示すインパクトは、OKIの特定したマテリアリティに係るも

のであり、本ファイナンスの後押しによってインパクトの効率的な発現・抑制が期待さ

れる。 

④ 倍率性：公的資金や寄付に比して民間資金が大きく活用されるか 

各KPIが示すインパクトについて、本項目は評価対象外である。 

⑤ 追加性：追加的なインパクトがもたらされるか 

本ファイナンスは、以下にリストアップしたとおり、SDGsの17目標及び169ターゲッ

トのうち複数の目標・ターゲットに対して、追加的なインパクトが期待される。 
 

 

 

目標 5：ジェンダー平等を実現しよう 

ターゲット 5.5 政治、経済、公共分野でのあらゆるレベルの意思決定において、

完全かつ効果的な女性の参画及び平等なリーダーシップの機会を確保する。 

 

 

目標 7：エネルギーをみんなに そしてクリーンに 

ターゲット 7.2 2030 年までに、世界のエネルギーミックスにおける再生可能エ

ネルギーの割合を大幅に拡大させる。 

ターゲット 7.3 2030 年までに、世界全体のエネルギー効率の改善率を倍増させ

る。 
 

 

目標 8：働きがいも 経済成長も 

ターゲット 8.2 高付加価値セクターや労働集約型セクターに重点を置くことな

どにより、多様化、技術向上及びイノベーションを通じた高いレベルの経済生産

性を達成する。 

ターゲット 8.8 移住労働者、特に女性の移住労働者や不安定な雇用状態にある労

働者など、すべての労働者の権利を保護し、安全・安心な労働環境を促進する。 
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目標 12：つくる責任 つかう責任 

ターゲット 12.2 2030 年までに天然資源の持続可能な管理及び効率的な利用を

達成する。 

ターゲット 12.4 2020 年までに、合意された国際的な枠組みに従い、製品ライフ

サイクルを通じ、環境上適正な化学物資やすべての廃棄物の管理を実現し、人の

健康や環境への悪影響を最小化するため、化学物質や廃棄物の大気、水、土壌へ

の放出を大幅に削減する。 

ターゲット 12.5 2030 年までに、廃棄物の発生防止、削減、再生利用及び再利用

により、廃棄物の発生を大幅に削減する。 
 

 

目標 13：気候変動に具体的な対策を 

ターゲット 13.1 すべての国々において、気候関連災害や自然災害に対する強靱

性（レジリエンス）及び適応力を強化する。 
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3. モニタリング方針の適切性評価 
 本ファイナンスでは、OKI においてポジティブ・インパクトの向上、ネガティブ・インパ

クトの改善が図られているかどうか、定量面・定性面でのモニタリングが実施されると共に、

確実な向上・改善を促すためのアドバイザリーレポートが同社に提示される。 
 

 
図 16 モニタリング体制 

 
表 20 モニタリング実施内容 

モニタリング 
実施主体 モニタリング実施内容 

みずほリサーチ＆

テクノロジーズ 
 対象企業における KPI 設定事項及びサステナビリティに関連する事項に

ついて定期的にモニタリングする。 
 定期モニタリングは年 1 回実施する。 
 対象企業からの情報入手は、有価証券報告書、統合報告書、環境報告書、

サステナビリティレポート等から行い、必要に応じて対象企業に対して

情報提供依頼を行いサステナビリティに関連する情報を入手する。 
 モニタリング結果については、対象企業及びみずほ銀行に報告する。 
 モニタリング結果に加え、ポジティブ・インパクトの向上、ネガティブ・

インパクトの改善に向けた対策について記載したアドバイザリーレポー

トを提供する。 

みずほ銀行  通常業務において実施する対象企業とのミーティングにて、サステナビ

リティについての情報交換を実施する。 
 サステナビリティに影響を及ぼす内容が見受けられた場合には、みずほ

リサーチ＆テクノロジーズに情報共有を行う。 

 
モニタリングは、KPI として設定された事項について、年に一度実施される。有価証券報

告書の提出等、会計報告のなされた翌四半期に実施される予定であるが、サステナビリティ

レポート等の公開が会計報告と異なるスケジュールである場合には、当該レポートが提出

された翌四半期に実施される。なお、新たなサステナビリティに係る事象（特にネガティブ・

インパクト）が発生した場合には、それらについてもモニタリングの対象とされる。また、
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本ファイナンスの契約期間は 2027 年 3 月 31 日までであるが、契約期間中に目標年を迎え

る KPI は継続する目標の設定状況について、目標年が契約期間を超える KPI は目標達成に

向けた進捗状況と契約期間後の対策について、それぞれモニタリングが実施される。 
モニタリングは、公開されたレポートの最新版に基づき実施される。サステナビリティに

係る状況の変化によって不明点が発生した場合や、KPI の著しい変動あるいは各種レポー

トへの記載が無くなる等の変更がなされた場合、開示資料に不明点があった場合等には、ヒ

アリング等により OKI から〈みずほ〉に対して追加的な情報提供が行われる。 
モニタリングと同時期に作成されるアドバイザリーレポートでは、モニタリング結果が

OKI に報告されると共に、サステナビリティの取り組み推進に資する以下の情報が同社に

提供される。 
 モニタリング結果 
 サステナビリティに関連する政策動向 
 サステナビリティに関連する企業動向 
 対象企業におけるサステナビリティ推進のための対策等のアドバイス 

JCR は、以上のモニタリング方針について、本ファイナンスのインパクト特定及び KPI
の内容に照らして適切であると評価している。 
 
 
 
4. モデル・フレームワークの活用状況評価 

JCR は上記 1～3 より、本ファイナンスにおいて、SDGs に係る三側面（環境・社会・経

済）を捉えるモデル・フレームワークの包括的インパクト分析（インパクトの特定・評価・

モニタリング）が、十分に活用されていると評価している。 
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IV. PIF 原則に対する準拠性等について 
JCR は、〈みずほ〉の PIF 商品組成に係るプロセス、手法及び社内規程・体制の整備状

況、並びに OKI に対する PIF 商品組成について、以下のとおり確認した結果、PIF 原則に

おける全ての要件に準拠していると評価している。また、本ファイナンスは「インパクトフ

ァイナンスの基本的考え方」と整合的であると評価している。 
 

1. PIF 第 1 原則 定義 

原則 JCR による確認結果 

PIF は、ポジティブ・インパクト・ビジネ

スのための金融である。 
本ファイナンスは、〈みずほ〉が OKI のポ

ジティブ・インパクト・ビジネスを支援す

るために実施する PIF と位置付けられてい

る。 
PIF は、持続可能な開発の三側面（経済・

環境・社会）に対する潜在的なネガティブ・

インパクトが十分に特定・緩和され、一つ

以上の側面でポジティブな貢献をもたら

す。 

本ファイナンスでは、経済・環境・社会の

三側面に対するネガティブ・インパクトが

特定・緩和され、ポジティブな成果が期待

される。 

PIF は、持続可能性の課題に対する包括的

な評価により、SDGs における資金面の課

題への直接的な対応策となる。 

本ファイナンスは、SDGs との関連性が明

確化されており、当該目標に直接的に貢献

し得る対応策である。 
PIF 原則は、全カテゴリーの金融商品及び

それらを支える事業活動に適用できるよう

意図されている。 

本ファイナンスは、みずほ銀行の OKI に対

するローンである。 

PIF 原則はセクター別ではない。 本ファイナンスでは、OKI の事業活動全体

が分析されている。 
PIF 原則は、持続可能性の課題における相

互関連性を認識し、選ばれたセクターでは

なくグローバルなポジティブ及びネガティ

ブ・インパクトの評価に基づいている。 

本ファイナンスでは、各インパクトのポジ

ティブ・ネガティブ両面が着目され、ネガ

ティブな側面を持つ項目にはその改善を図

る目標が、ポジティブな側面を持つ項目に

はその最大化を図る目標が、それぞれ設定

されている。 
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2. PIF 第 2 原則 フレームワーク 

原則 JCR による確認結果 

PIF を実行するため、事業主体（銀行・投

資家等）には、投融資先の事業活動・プロジ

ェクト・プログラム・事業主体のポジティ

ブ・インパクトを特定しモニターするため

の、十分なプロセス・方法・ツールが必要で

ある。 

〈みずほ〉は、ポジティブ・インパクトを特

定しモニターするためのプロセス・方法・

ツールを開発した。また、運営要領として

詳細な規程を設けており、職員への周知徹

底と評価の一貫性維持に有効な内容となっ

ている。一方、今後案件数を重ねる中で、融

資判断の参考となるポジティブ・インパク

トの尺度につき具体的な基準を検討してい

くことで、PIF としてより効果的な融資を

実行し得るものと考えられる。 
事業主体は、ポジティブ・インパクトを特

定するための一定のプロセス・基準・方法

を設定すべきである。分析には、事業活動・

プロジェクト・プログラムだけでなく、子

会社等も含めるべきである。 

〈みずほ〉は、モデル・フレームワークに沿

って、ポジティブ・インパクトを特定する

ためのプロセス・基準・方法を設定してお

り、子会社等を含む事業活動全体を分析対

象としている。 
事業主体は、ポジティブ・インパクトの適

格性を決定する前に、一定の ESG リスク管

理を適用すべきである。 

〈みずほ〉は、ポジティブ・インパクト分析

に際し、UNEP FI から公表されているイン

パクト・レーダー及びインパクト分析ツー

ルを活用している。 
事業主体は、金融商品として有効な期間全

体に亘り意図するインパクトの達成をモニ

ターするための、プロセス・基準・方法を確

立すべきである。 

〈みずほ〉は、モニタリングのためのプロ

セス・基準・方法を確立している。 

事業主体は、上記のプロセスを実行するた

めに、必要なスキルを持ち、然るべき任務

を与えられたスタッフを配置すべきであ

る。 

〈みずほ〉には、上記プロセスを実行する

ために必要なスキルを持つ担当部署・担当

者が存在している。 

事業主体は、上記プロセスの導入について、

必要に応じてセカンド・オピニオンや第三

者による保証を求めるべきである。 

〈みずほ〉は今般、JCR にセカンド・オピ

ニオンを依頼している。 

事業主体は、プロセスを随時見直し、適宜

更新すべきである。 
〈みずほ〉は、社内規程によりプロセスを

随時見直し、適宜更新していく。 
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ポジティブ・インパクト分析は、例えば商

品・プロジェクト・顧客に関する研修や定

期的なレビューの際、既存のプロセスと同

時に行うことができる。ポジティブ・イン

パクト分析は、一般に広く認められた既存

のツール・基準・イニシアティブがあれば、

それらを有効に活用することができる（例

えばプロジェクト・ファイナンスでは、赤

道原則は一般に広く認められたリスク管理

基準である）。 

〈みずほ〉は、ポジティブ・インパクト分析

に際し、参考となる基準等が明記された

UNEP FI のインパクト・レーダー及びイン

パクト分析ツールを活用している。 

 

3. PIF 第 3 原則 透明性 

原則 JCR による確認結果 

PIF を提供する事業主体（銀行・投資家等） 
は、以下について透明性の確保と情報開示

をすべきである。 
・ポジティブ・インパクトとして資金調達

する活動・プロジェクト・プログラム・事

業主体、その意図するポジティブ・インパ

クト（原則 1 に関連） 
・適格性の決定やインパクトのモニター・

検証のために整備するプロセス（原則 2 に

関連） 
・資金調達する活動・プロジェクト・プログ

ラム・事業主体が達成するインパクト（原

則 4 に関連） 

本ファイナンスでは、本第三者意見の取得・

開示により透明性が確保されている。また、

OKI は KPI として列挙した事項につき、統

合報告書及びウェブサイト等で開示してい

く。当該事項につき、〈みずほ〉は定期的に

達成状況を確認し、必要に応じてヒアリン

グを行うことで、透明性を確保していく。 

 
4. PIF 第 4 原則 評価 

原則 JCR による確認結果 

事業主体（銀行・投資家等）の提供する PIF
は、実現するインパクトに基づいて評価さ

れるべきである。 

本ファイナンスでは、JCR によって、PIF
第 4 原則に掲げられた 5 要素（①多様性、

②有効性、③効率性、④倍率性、⑤追加性）

に基づく評価が行われている。 
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5. インパクトファイナンスの基本的考え方 
PIF TF の「インパクトファイナンスの基本的考え方」は、インパクトファイナンスを ESG

金融の発展形として環境・社会・経済へのインパクトを追求するものと位置づけ、大規模な

民間資金を巻き込みインパクトファイナンスを主流化することを目的としている。当該目

的のため、国内外で発展している様々な投融資におけるインパクトファイナンスの考え方

を参照しながら、基本的な考え方を整理しているものであり、インパクトファイナンスに係

る原則・ガイドライン・規制等ではないが、国内でインパクトファイナンスを主流化するた

めの環境省及び ESG 金融ハイレベル・パネルの重要なメッセージである。 
 
要素① 投融資時に、環境、社会、経済のいずれの側面においても重大なネガティブイン

パクトを適切に緩和・管理することを前提に、少なくとも一つの側面においてポ

ジティブなインパクトを生み出す意図を持つもの 
要素② インパクトの評価及びモニタリングを行うもの 
要素③ インパクトの評価結果及びモニタリング結果の情報開示を行うもの 
要素④ 中長期的な視点に基づき、個々の金融機関/投資家にとって適切なリスク・リター

ンを確保しようとするもの 
 
 「インパクトファイナンスの基本的考え方」は、インパクトファイナンスを上記の 4 要素

を満たすものとして定義しており、本ファイナンスは当該要素と整合的である。また、本フ

ァイナンスにおけるインパクトの特定・評価・モニタリングのプロセスは、「インパクトフ

ァイナンスの基本的考え方」が示しているインパクトファイナンスの基本的流れ（特に企業

の多様なインパクトを包括的に把握するもの）と整合的である。 
 
 
 
V. 結論 
以上より、JCR は、本ファイナンスが PIF 原則及びモデル・フレームワークに適合して

いること、また「インパクトファイナンスの基本的考え方」と整合していることを確認した。 
 
 
 

（担当）梶原 敦子・丸安 洋史 
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